
働き方改革推進支援センター受電業務重要条文 

(同一労働・同一賃金のみ抜粋) 

 

１．同一労働・同一賃金 

旧労働契約法２０条 

（期間の定めがあることによる不合理な労働条件の禁止） 

第２０条 有期労働契約を締結している労働者の労働契約の内容である労働条件が、 期間の定

めがあることにより同一の使用者と期間の定めのない労働契約を締結している労働者の労働契

約の内容である労働条件と相違する場合においては、当該労働条件の相違は、労働者の業務の

内容及び当該業務に伴う責任の程度（職務の内容）、当該職務の内容及び配置の変更の範囲そ

の他の事情を考慮して、不合理と認められるものであってはならない。 

 

⇒ 

短時間労働者及び有期雇用労働者の雇用管理の改善等に関する法律 

（パート・有期雇用労働契約法） 

（不合理な待遇の禁止） 

第八条 事業主は、その雇用する短時間・有期雇用労働者の基本給、賞与その他の待遇のそれ

ぞれについて、当該待遇に対応する通常の労働者の待遇との間において、当該短時間・有期雇

用労働者及び通常の労働者の業務の内容及び当該業務に伴う責任の程度（以下「職務の内容」

という。）、当該職務の内容及び配置の変更の範囲その他の事情のうち、当該待遇の性質及び当

該待遇を行う目的に照らして適切と認められるものを考慮して、不合理と認められる相違を設けて

はならない。 

 

（通常の労働者と同視すべき短時間・有期雇用労働者に対する差別的取扱いの禁止） 

第九条 事業主は、職務の内容が通常の労働者と同一の短時間・有期雇用労働者（第十一条第

一項において「職務内容同一短時間・有期雇用労働者」という。）であって、当該事業所における

慣行その他の事情からみて、当該事業主との雇用関係が終了するまでの全期間において、その

職務の内容及び配置が当該通常の労働者の職務の内容及び配置の変更の範囲と同一の範囲で

変更されることが見込まれるもの（次条及び同項において「通常の労働者と同視すべき短時間・有

期雇用労働者」という。）については、短時間・有期雇用労働者であることを理由として、基本給、

賞与その他の待遇のそれぞれについて、差別的取扱いをしてはならない。 

 

２．ご参考（解雇） 

労働契約法第十六条 解雇は、客観的に合理的な理由を欠き、社会通念上相当であると認めら

れない場合は、その権利を濫用したものとして、無効とする。 

 

以上 


